
次世代育成支援対策プロジェクトチーム

１．経  過  

○次世代育成支援施策の充実に関する提言（全国知事会） ＜ ７月９日＞ 

○少子化危機突破に向けた緊急提言（全国知事会）    ＜１０月９日＞ 

    ・次世代を担う人づくりに向けた少子化対策への挑戦 

    ・少子化危機突破基金の必要性について 

    ・次世代育成支援対策推進法の恒久化について 

 以上に加え、子育て同盟（４月９日結成）の提言も受け、ＰＴとして 

森少子化担当大臣はじめ与党関係者に要請活動を実施 

 内閣府少子化危機突破タスクフォースからも同旨の提言 

２．今般の経済対策における対応 

経済対策の補正予算案において、国が地方独自の少子化対策を支援する

新たな制度として、下記の交付金が盛り込まれた 

 地域少子化対策強化交付金（仮称）の概要  

１ 目  的      

  地域の実情に応じた結婚、妊娠・出産、子育ての一貫した「切れ目のない 

支援」を行うための交付金 

２ 対象事業等     

 ○国が計画に盛り込むべき事項を提示し、これに沿って都道府県及び市町村が 

計画を策定し事業を実施 

 ・切れ目のない支援を行うための仕組みの構築 

 ・結婚に向けた情報提供、妊娠・出産に関する情報提供 

 ・結婚、妊娠出産、子育てしやすい地域づくりに向けた環境整備 

○先駆的な取り組みを支援し、地方が既に実施している既存事業や、個人への 

金銭給付、施設整備を目的とする事業等は対象にならない 

３ 交付金額、期間等  

 １５ケ月予算として位置づけ 

 予 算 額  ３０．１億円 （補助率１０／１０） 

 ※交付上限  都道府県：４，０００万円、市町村：８００万円 

少子化危機突破に向けた取り組みについて 
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